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出典：令和元年度河川管理統計（国土交通省水管理・国土保全局水政課）
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出典：令和元年度河川管理統計（国土交通省水管理・国土保全局水政課）

（港湾局）

出典 ： 砂防指定地：直轄　砂防指定地面積調書（令和3年1月末時点）
補助　砂防便覧平成26年度版

海岸保全区域：海岸統計令和元年度版

令和3年4月1日現在
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高速自動車国道等の
整備状況（令和3年4月1日現在） （単位：km）

福 岡 県

佐 賀 県
長 崎 県

熊 本 県

大 分 県
宮 崎 県
鹿児島県

合 計
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道路の管理延長（道路種類別）

※延長は、2020年版道路統計年報による
※指定区間外 :一般国道のうち、都道府県及び政令市が担当する区間

■港湾・空港・道路関係位置図

■河川関係位置図

※高規格道路については、高規格幹線道路、地域高規格道路（計画路線）、
　その他計画段階評価等調査が進捗している路線等をベースに選定。

災害に強い国土幹線道路ネットワーク図
（高規格道路）

管内関係位置図
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● 組織図 ● 組織数
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● 局・事務所位置図
国土交通省 九州地方整備局
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別府港湾・空港整備事務所
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鹿児島港湾・空港整備事務所

志布志港湾事務所

関門航路事務所

下関港湾空港技術調査事務所

営繕関係事務所（2箇所）
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43

熊本営繕事務所

鹿児島営繕事務所

公園関係事務所（1箇所）

44 国営海の中道海浜公園事務所

技術事務所（1箇所）

45 九州技術事務所

組織のご案内

国土交通省九州地方整備局
〒812－0013 福岡市博多区博多駅東2丁目10番7号　福岡第二合同庁舎
ホームページ
みなさまの声を聞かせてください。九州地方整備局ホームページ「お問い合わせ」で受け付けています。
【九州地方整備局 Facebook】
下記のアドレス又は、右のQRコードからアクセスして下さい。
https://www.facebook.com/qsr.mlit.go.jp

【九州地方整備局 Twitter 採用情報】
下記のアドレス又は、右のQRコードからアクセスして下さい。
https://twitter.com/mlitKyushusaiyo

【九州地方整備局 Twitter】
下記のアドレス又は、右のQRコードからアクセスして下さい。
https://twitter.com/mlit_kyushu

【九州地方整備局 YouTube】
検索フォームに「九州地方整備局」と入力し検索又は、
右のQRコードからアクセスして下さい。

http://www.qsr.mlit.go.jp/ Eメール qsr-kikaku@mlit.go.jp
TEL.092(471)6331(代)
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出典 ： 砂防指定地：直轄　砂防指定地面積調書（令和3年1月末時点）
補助　砂防便覧平成26年度版

海岸保全区域：海岸統計令和元年度版
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※延長は、2020年版道路統計年報による
※指定区間外 :一般国道のうち、都道府県及び政令市が担当する区間

■港湾・空港・道路関係位置図
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※高規格道路については、高規格幹線道路、地域高規格道路（計画路線）、
　その他計画段階評価等調査が進捗している路線等をベースに選定。
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45 九州技術事務所

組織のご案内

国土交通省九州地方整備局
〒812－0013 福岡市博多区博多駅東2丁目10番7号　福岡第二合同庁舎
ホームページ
みなさまの声を聞かせてください。九州地方整備局ホームページ「お問い合わせ」で受け付けています。
【九州地方整備局 Facebook】
下記のアドレス又は、右のQRコードからアクセスして下さい。
https://www.facebook.com/qsr.mlit.go.jp

【九州地方整備局 Twitter 採用情報】
下記のアドレス又は、右のQRコードからアクセスして下さい。
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下記のアドレス又は、右のQRコードからアクセスして下さい。
https://twitter.com/mlit_kyushu

【九州地方整備局 YouTube】
検索フォームに「九州地方整備局」と入力し検索又は、
右のQRコードからアクセスして下さい。

http://www.qsr.mlit.go.jp/ Eメール qsr-kikaku@mlit.go.jp
TEL.092(471)6331(代)
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コンテナ岸壁の延伸事業（博多港アイランドシティ地区） コンテナ船荷役状況（志布志港新若浜地区）

フェリー・RORO船ターミナルの整備（北九州港新門司地区）

離島の旅客ターミナルの整備（厳原港厳原地区）
いづはら

九州のフェリー（長距離・幹線航路）・RORO航路
※RORO船：トラックなどの車両を運搬できる
　　　　　　貨物用船舶

九州・沖縄の国・県・市町村を
メンバーとするブロック発注者協議会

◇滑走路増設事業の概要

モデル事務所：立野ダム工事事務所モデル事務所：立野ダム工事事務所

※バックホウ、ブルドーザーによる作業時間※バックホウ、ブルドーザーによる作業時間
※BIM/CIM
（Building/Construction Information Modeling,Management）
※BIM/CIM
（Building/Construction Information Modeling,Management）

フェリー
RORO船

離陸を待つ
航空機

▼ガントリークレーン

▼コンテナ船

岸壁の延伸岸壁の延伸

※i-construction：国土交通省が掲げる生産性革命プロジェクトの1つ

昭和63年

平成28年
4月

86420 10
（時間）

8時間45分

4時間25分短縮
4時間20分

【生産性向上のイメージ】

【ICT土工活用工事の効果】 【BIM/CIM※活用のイメージ】

【ICT土工】

150100500 200
（人日）

ICT施工

作業時間※縮減効果

従来施工

111.0

170.3

ICT導入で約3割
生産性を向上

3次元データを重機に読み込み、
確認しながら目印（丁張り）無しで
効率的に工事を行います

北九州市～宮崎市の所要時間比較

設計データ
（イメージ）

切出位置

・丁張り不要

延岡市

大分市

北九州
市

福岡市

熊本市

鹿児島
市

宮崎市

長崎市

佐賀市

北九州
市

大分市

宮崎市
鹿児島
市

熊本市

長崎市

佐賀市

福岡市

延岡市からの時間距離※の変化

※時間距離：中心都市から各都市までの
　距離を自動車での所要時間で表現したもの

東町漁協
あずまちょう

約48分短縮

鹿児島県内
ブリ取扱量
(14,202t)

東町漁協
78%

その他
10%

鹿屋市
市場4%

鹿児島市
中央市場8%

資料：鹿児島県水産物卸売市場年報(H30)

（鹿児島県内約８割）

長島町における「養殖ブリ」収穫量
資料：海面漁業生産統計調査 資料：東町漁協ヒアリング結果(R2.4)

全体の収穫量が減少する中
中国地方への出荷量が増加

出水～阿久根間
開通開通(トン）

(トン）

【東町漁協～八代IC】
整備前：約131分
整備後：約83分

ブランド養殖ブリの輸送範囲（翌日売り）

＜鹿児島県内「ブリ」取扱量＞

中国地方へのブリ出荷量
南九州西回り自動車道
高規格道路
国道 八代日奈久道路

延長12.0km
H13.10
全線開通

日奈久芦北道路
延長16.8km
H21.4
全線開通

芦北出水道路
延長29.6km
事業中

出水阿久津道路
延長14.9km
H29.11
全線開通

2車線
4車線

事業中区間
開通区間

H28.2
開通

H31.3
開通

フェリー・RORO船ターミナル

20,000

15,000

10,000

5,000

0

13,111 13,645

16,398
14,727 14,864

H26 H27 H28 H29 H30

1400

1200

1000

800

600

400

200

0
H28 H29

710
850

約1.2倍
（約140t増加）
約1.2倍

（約140t増加）

芦北～津奈木間

滑走路間隔
210m

九州圏広域地方計画は、平成２８年３月に決定し、九州圏の更なる発展に向け、今後概ね１０年間の地域のグランドデザイン
をとりまとめたものです。本計画は、３つの将来像と５つの戦略から構成されています。

九州地方の人口、面積、域内総生産（GDP）、製造品出荷額は、全国の１割程度です。

・世界の成長センターであるアジア地域の成長力を引き込む
日本の成長センター「ゲートウェイ九州」となって、日本の経済
成長に貢献することを目指しています。

・アジアとの交流・連携を促進する「ゲートウェイ九州」の形成
プロジェクト
・国内各圏域との交流・連携の強化プロジェクト

重点的に取り組む5つの戦略とそれを支える12のプロジェクト

東九州自動車道が北九州市から宮崎市まで直結したことにより、循環型の高速道路ネットワークが構築され、昭和63年当時
と比べると、北九州市から宮崎市までの所要時間が４時間２５分短縮しました。今後、東九州自動車道以外の道路ネットワーク
の推進により、さらなる時間短縮効果に加え、災害に強い道路ネットワークの構築を目指します。

新型コロナウイルス感染症の収束を見据え、国際競争力の強化や訪日外国人旅行者の受入に対応した空港の機能強化を計
画的に推進します。
航空機の混雑・遅延の解消及び将来の航空需要に対応するため、福岡空港では滑走路の増設事業を推進します。

近年の激甚化する災害やインフラ老朽化の課題を解決し、地域の安全・安心を確保するためには、「地域の守り手」と
して最前線で活躍する地元建設業者の存在が必要不可欠です。
中長期的な建設業の「担い手の確保・育成」のため、市場の実態を反映した適正な予定価格の設定や工期の設定、施
工時期の平準化に、自治体と連携し取り組んでいます。

新型コロナウイルス感染症を契機とし、『非接触・リモート型』の働き方への転換と、さらなる生産性の向上を図るため、
インフラ分野のDXを推進します。
国土交通本省や国土技術政策総合研究所と連携した推進体制を構築するとともに、DXルームなどDX推進のための環境
を整備し、3次元データを活用した新技術の開発やこれらを活用する人材の育成を促進します。

・発注者・受注者間のやりとりを「非接触・リモ－卜」
 方式に転換するためのICT環境を整備

測量から設計、施工、維持管理に至る全ての建設プロセスで３次元データとITを組み合わせたi-Constructionを推進
します。

経済成長する東南アジアからの貨物を取り込むため、航路網の充実及び輸出入のためのコンテナの積替機能強化を図ります。

南九州西回り自動車道の開通により、東町漁協とのアクセス性が向上し、中国地方への出荷量が増加しました。今後、南九州西
回り自動車道の更なる整備に伴う、中部地方への販路拡大により、地域活性化が期待されます。今後も、人流・物流ネットワークに
寄与する道路整備を推進します。

近年、トラックドライバー不足が深刻化し、陸上輸送から海上輸送へ
のシフトが進み、国内物流を支えるフェリー・RORO船の役割が注目
されています。

■九州圏の３つの将来像
1.日本の成長センター「ゲートウェイ九州」

2.三層の重層的な圏域構造からなる「元気な九州圏」

九州圏広域地方計画ホームページ
http://www.qsr.mlit.go.jp/suishin/

3.巨大災害対策や環境調和を発展の原動力とする
　「美しく強い九州」

■将来像の実現に向けた戦略（プロジェクト）

１.アジアゲートウェイ機能の強化

・九州圏に活力をもたらす交流・連携の促進プロジェクト
・九州圏の交流・連携を促進するネットワーク基盤の整備プロ
ジェクト

2.九州圏の活力を創出する交流・連携の促進

・九州圏を支える基幹産業の発展と活性化プロジェクト
・高度なニーズにこたえる農林水産業や地域産業の新たな展開
プロジェクト

3.九州圏の基幹産業や地域産業の活性化

・九州圏の活力源となる高次都市機能の向上と連携の強化プロ
ジェクト
・都市と農山漁村の連携の強化と生活環境の向上プロジェクト
・離島・半島・中山間地域等の活力の維持と向上を図る定住環境
の形成プロジェクト　
・九州圏の活力を担う人材の地産地活プロジェクト

4.九州圏の圏域機能の向上と連携の強化

・巨大災害等への対応力の強化プロジェクト
・環境負荷の軽減と自然環境・国土の保全プロジェクト

5.九州圏の安全・安心の確保と自然環境・国土の保全

九州圏広域地方計画 検 索

九州圏広域地方計画　日本の成長センター「ゲートウェイ九州」～新しい風を西から～

九州地方の人口 九州地方の面積

九州地方の域内総生産（GDP） 九州地方の製造品出荷額

週休2日応援サイト 検索 『週休2日応援サイト』や『Facebookページ』
の開設により企業の取組を支援しています。全国

127,112千人
全国

365,188k㎡

北海道
5,267千人
（4.2%）

北海道
83,424k㎡
（22.8%）

沖縄
2,282k㎡
（0.6%）

東北
63,855k㎡
（17.6%）

関東
32,243k㎡
（8.8%）

中部
60,289k㎡
（16.6%）

近畿
32,858k㎡
（8.9%）

中国
31,816k㎡
（8.7%）

四国
18,787k㎡
（5.2%）

九州
39,634k㎡
（10.8%）

沖縄
1,481千人
（1.1%）

東北
8,750千人
（6.9%）

関東
43,607千人
（34.3%）

資料：令和3年1月住民基本台帳（総務省）

資料：令和2年10月全国都道府県
        市区町村別面積調
※都県にまたがる境界未定地域は含まない

資料：平成29年県民経済計算（内閣府）
資料：平成30年工業統計調査
　　（経済産業省）

中部
21,438千人
（16.9%）

近畿
22,483千人
（17.7%）

中国
7,338千人
（5.8%）

四国
3,801千人
（2.9%）

九州
12,947千人
（10.2%）

北海道
19兆4,301億円
（3.5%）

沖縄
4兆4,140億円
（0.8%）

北海道
6兆3,000億円
（1.8%）

沖縄
5,000億円
（0.2%）

東北
23兆7,000億円
（7.2%）東北

43兆4,464億円
（7.7%）

関東
230兆1,696億円
（40.9%）

中部
86兆1,571億円
（15.4%）

近畿
85兆9,000億円
（15.3%）

中国
30兆3,867億円
（5.4%）

四国
14兆5,820億円
（2.6%）

九州
47兆371億円
（8.4%）

全国
561兆5,230億円

関東
87兆3000億円
（26.4%）

北陸
9兆4,000億円
（2.8%）

中部
89兆8,000億円
（27.1%）

近畿
53兆円
（15.9%）

中国
27兆2,000億円
（8.3%）

四国
9兆5,000億円
（2.8%）

九州
25兆2,000億円
（7.5%）

全国
331兆9,000億円

新しい風を西から起こす

アジアの成長力
を引き込む

世界の成長センター

アジア地域

日本の成長センター
「ゲートウェイ九州」

国内各圏域との
交流・連携の強化

福岡

釜山

上海

香港

マニラ

ハノイ

バンコク

ニューデリー

シンガポール

ジャカルタ

フェリー寄港地

RORO船寄港地

■九州の将来像

○道路の整備効果（南九州西回り自動車道の整備効果）
■社会資本整備の戦略的かつ計画的な推進
○生産性を高める交通ネットワークの構築

■働き方改革、インフラ分野のDXの促進■人流・物流ネットワークの整備効果

『非接触・リモー卜型』に働き方を転換 インフラDXを推進する体制の構築

九州地方整備局DXルーム

○建設業の担い手の確保・育成

○インフラ分野のDX（デジタルトランスフォーメーション）の推進

○建設プロセス全体を３次元データでつなぐi-constructionの推進

○港湾の機能強化

■九州地方の現状

○港湾の整備効果

○航空ネットワークの充実

国土交通本省
インフラDX総合推進室
・データ利活用施策の推進
・BIM/CIM推進の実施方針の策定
・オープンイノベーションの司令塔 　
　機能等

・BIM/CIM研修の実施
・BIM/CIM効果実感プログラムの実施
・公共工事の非接触・リモート化の推進
・新技術の現場実証等

国総研、土研、建研
データセンター、

ロボティクス実験フィールド
･直轄BIM/CIMデータの一元管理・分析
・3次元データや5G等を活用した新技
 術の研究開発
・海外動向の研究等

企業 大学

連携九州地方整備局 
インフラDX推進センター

九州技術事務所
(BIM/CIM人材育成センター)

持続的な経済成長の実現



コンテナ岸壁の延伸事業（博多港アイランドシティ地区） コンテナ船荷役状況（志布志港新若浜地区）

フェリー・RORO船ターミナルの整備（北九州港新門司地区）

離島の旅客ターミナルの整備（厳原港厳原地区）
いづはら

九州のフェリー（長距離・幹線航路）・RORO航路
※RORO船：トラックなどの車両を運搬できる
　　　　　　貨物用船舶

九州・沖縄の国・県・市町村を
メンバーとするブロック発注者協議会

◇滑走路増設事業の概要

モデル事務所：立野ダム工事事務所モデル事務所：立野ダム工事事務所

※バックホウ、ブルドーザーによる作業時間※バックホウ、ブルドーザーによる作業時間
※BIM/CIM
（Building/Construction Information Modeling,Management）
※BIM/CIM
（Building/Construction Information Modeling,Management）

フェリー
RORO船

離陸を待つ
航空機

▼ガントリークレーン

▼コンテナ船

岸壁の延伸岸壁の延伸

※i-construction：国土交通省が掲げる生産性革命プロジェクトの1つ

昭和63年

平成28年
4月

86420 10
（時間）

8時間45分

4時間25分短縮
4時間20分

【生産性向上のイメージ】

【ICT土工活用工事の効果】 【BIM/CIM※活用のイメージ】

【ICT土工】

150100500 200
（人日）

ICT施工

作業時間※縮減効果

従来施工

111.0

170.3

ICT導入で約3割
生産性を向上

3次元データを重機に読み込み、
確認しながら目印（丁張り）無しで
効率的に工事を行います

北九州市～宮崎市の所要時間比較

設計データ
（イメージ）

切出位置

・丁張り不要

延岡市

大分市

北九州
市

福岡市

熊本市

鹿児島
市

宮崎市

長崎市

佐賀市

北九州
市

大分市

宮崎市
鹿児島
市

熊本市

長崎市

佐賀市

福岡市

延岡市からの時間距離※の変化

※時間距離：中心都市から各都市までの
　距離を自動車での所要時間で表現したもの

東町漁協
あずまちょう

約48分短縮

鹿児島県内
ブリ取扱量
(14,202t)

東町漁協
78%

その他
10%

鹿屋市
市場4%

鹿児島市
中央市場8%

資料：鹿児島県水産物卸売市場年報(H30)

（鹿児島県内約８割）

長島町における「養殖ブリ」収穫量
資料：海面漁業生産統計調査 資料：東町漁協ヒアリング結果(R2.4)

全体の収穫量が減少する中
中国地方への出荷量が増加

出水～阿久根間
開通開通(トン）

(トン）

【東町漁協～八代IC】
整備前：約131分
整備後：約83分

ブランド養殖ブリの輸送範囲（翌日売り）

＜鹿児島県内「ブリ」取扱量＞

中国地方へのブリ出荷量
南九州西回り自動車道
高規格道路
国道 八代日奈久道路

延長12.0km
H13.10
全線開通

日奈久芦北道路
延長16.8km
H21.4
全線開通

芦北出水道路
延長29.6km
事業中

出水阿久津道路
延長14.9km
H29.11
全線開通

2車線
4車線

事業中区間
開通区間

H28.2
開通

H31.3
開通

フェリー・RORO船ターミナル

20,000

15,000

10,000

5,000

0

13,111 13,645

16,398
14,727 14,864

H26 H27 H28 H29 H30

1400
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1000
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0
H28 H29
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850

約1.2倍
（約140t増加）
約1.2倍

（約140t増加）

芦北～津奈木間

滑走路間隔
210m

九州圏広域地方計画は、平成２８年３月に決定し、九州圏の更なる発展に向け、今後概ね１０年間の地域のグランドデザイン
をとりまとめたものです。本計画は、３つの将来像と５つの戦略から構成されています。

九州地方の人口、面積、域内総生産（GDP）、製造品出荷額は、全国の１割程度です。

・世界の成長センターであるアジア地域の成長力を引き込む
日本の成長センター「ゲートウェイ九州」となって、日本の経済
成長に貢献することを目指しています。

・アジアとの交流・連携を促進する「ゲートウェイ九州」の形成
プロジェクト
・国内各圏域との交流・連携の強化プロジェクト

重点的に取り組む5つの戦略とそれを支える12のプロジェクト

東九州自動車道が北九州市から宮崎市まで直結したことにより、循環型の高速道路ネットワークが構築され、昭和63年当時
と比べると、北九州市から宮崎市までの所要時間が４時間２５分短縮しました。今後、東九州自動車道以外の道路ネットワーク
の推進により、さらなる時間短縮効果に加え、災害に強い道路ネットワークの構築を目指します。

新型コロナウイルス感染症の収束を見据え、国際競争力の強化や訪日外国人旅行者の受入に対応した空港の機能強化を計
画的に推進します。
航空機の混雑・遅延の解消及び将来の航空需要に対応するため、福岡空港では滑走路の増設事業を推進します。

近年の激甚化する災害やインフラ老朽化の課題を解決し、地域の安全・安心を確保するためには、「地域の守り手」と
して最前線で活躍する地元建設業者の存在が必要不可欠です。
中長期的な建設業の「担い手の確保・育成」のため、市場の実態を反映した適正な予定価格の設定や工期の設定、施
工時期の平準化に、自治体と連携し取り組んでいます。

新型コロナウイルス感染症を契機とし、『非接触・リモート型』の働き方への転換と、さらなる生産性の向上を図るため、
インフラ分野のDXを推進します。
国土交通本省や国土技術政策総合研究所と連携した推進体制を構築するとともに、DXルームなどDX推進のための環境
を整備し、3次元データを活用した新技術の開発やこれらを活用する人材の育成を促進します。

・発注者・受注者間のやりとりを「非接触・リモ－卜」
 方式に転換するためのICT環境を整備

測量から設計、施工、維持管理に至る全ての建設プロセスで３次元データとITを組み合わせたi-Constructionを推進
します。

経済成長する東南アジアからの貨物を取り込むため、航路網の充実及び輸出入のためのコンテナの積替機能強化を図ります。

南九州西回り自動車道の開通により、東町漁協とのアクセス性が向上し、中国地方への出荷量が増加しました。今後、南九州西
回り自動車道の更なる整備に伴う、中部地方への販路拡大により、地域活性化が期待されます。今後も、人流・物流ネットワークに
寄与する道路整備を推進します。

近年、トラックドライバー不足が深刻化し、陸上輸送から海上輸送へ
のシフトが進み、国内物流を支えるフェリー・RORO船の役割が注目
されています。

■九州圏の３つの将来像
1.日本の成長センター「ゲートウェイ九州」

2.三層の重層的な圏域構造からなる「元気な九州圏」

九州圏広域地方計画ホームページ
http://www.qsr.mlit.go.jp/suishin/

3.巨大災害対策や環境調和を発展の原動力とする
　「美しく強い九州」

■将来像の実現に向けた戦略（プロジェクト）

１.アジアゲートウェイ機能の強化

・九州圏に活力をもたらす交流・連携の促進プロジェクト
・九州圏の交流・連携を促進するネットワーク基盤の整備プロ
ジェクト

2.九州圏の活力を創出する交流・連携の促進

・九州圏を支える基幹産業の発展と活性化プロジェクト
・高度なニーズにこたえる農林水産業や地域産業の新たな展開
プロジェクト

3.九州圏の基幹産業や地域産業の活性化

・九州圏の活力源となる高次都市機能の向上と連携の強化プロ
ジェクト
・都市と農山漁村の連携の強化と生活環境の向上プロジェクト
・離島・半島・中山間地域等の活力の維持と向上を図る定住環境
の形成プロジェクト　
・九州圏の活力を担う人材の地産地活プロジェクト

4.九州圏の圏域機能の向上と連携の強化

・巨大災害等への対応力の強化プロジェクト
・環境負荷の軽減と自然環境・国土の保全プロジェクト

5.九州圏の安全・安心の確保と自然環境・国土の保全

九州圏広域地方計画 検 索

九州圏広域地方計画　日本の成長センター「ゲートウェイ九州」～新しい風を西から～

九州地方の人口 九州地方の面積

九州地方の域内総生産（GDP） 九州地方の製造品出荷額

週休2日応援サイト 検索 『週休2日応援サイト』や『Facebookページ』
の開設により企業の取組を支援しています。全国

127,112千人
全国

365,188k㎡

北海道
5,267千人
（4.2%）

北海道
83,424k㎡
（22.8%）

沖縄
2,282k㎡
（0.6%）

東北
63,855k㎡
（17.6%）

関東
32,243k㎡
（8.8%）

中部
60,289k㎡
（16.6%）

近畿
32,858k㎡
（8.9%）

中国
31,816k㎡
（8.7%）

四国
18,787k㎡
（5.2%）

九州
39,634k㎡
（10.8%）

沖縄
1,481千人
（1.1%）

東北
8,750千人
（6.9%）

関東
43,607千人
（34.3%）

資料：令和3年1月住民基本台帳（総務省）

資料：令和2年10月全国都道府県
        市区町村別面積調
※都県にまたがる境界未定地域は含まない

資料：平成29年県民経済計算（内閣府）
資料：平成30年工業統計調査
　　（経済産業省）

中部
21,438千人
（16.9%）

近畿
22,483千人
（17.7%）

中国
7,338千人
（5.8%）

四国
3,801千人
（2.9%）

九州
12,947千人
（10.2%）

北海道
19兆4,301億円
（3.5%）

沖縄
4兆4,140億円
（0.8%）

北海道
6兆3,000億円
（1.8%）

沖縄
5,000億円
（0.2%）

東北
23兆7,000億円
（7.2%）東北

43兆4,464億円
（7.7%）

関東
230兆1,696億円
（40.9%）

中部
86兆1,571億円
（15.4%）

近畿
85兆9,000億円
（15.3%）

中国
30兆3,867億円
（5.4%）

四国
14兆5,820億円
（2.6%）

九州
47兆371億円
（8.4%）

全国
561兆5,230億円

関東
87兆3000億円
（26.4%）

北陸
9兆4,000億円
（2.8%）

中部
89兆8,000億円
（27.1%）

近畿
53兆円
（15.9%）

中国
27兆2,000億円
（8.3%）

四国
9兆5,000億円
（2.8%）

九州
25兆2,000億円
（7.5%）

全国
331兆9,000億円

新しい風を西から起こす

アジアの成長力
を引き込む

世界の成長センター

アジア地域

日本の成長センター
「ゲートウェイ九州」

国内各圏域との
交流・連携の強化

福岡

釜山

上海

香港

マニラ

ハノイ

バンコク

ニューデリー

シンガポール

ジャカルタ

フェリー寄港地

RORO船寄港地

■九州の将来像

○道路の整備効果（南九州西回り自動車道の整備効果）
■社会資本整備の戦略的かつ計画的な推進
○生産性を高める交通ネットワークの構築

■働き方改革、インフラ分野のDXの促進■人流・物流ネットワークの整備効果

『非接触・リモー卜型』に働き方を転換 インフラDXを推進する体制の構築

九州地方整備局DXルーム

○建設業の担い手の確保・育成

○インフラ分野のDX（デジタルトランスフォーメーション）の推進

○建設プロセス全体を３次元データでつなぐi-constructionの推進

○港湾の機能強化

■九州地方の現状

○港湾の整備効果

○航空ネットワークの充実

国土交通本省
インフラDX総合推進室
・データ利活用施策の推進
・BIM/CIM推進の実施方針の策定
・オープンイノベーションの司令塔 　
　機能等

・BIM/CIM研修の実施
・BIM/CIM効果実感プログラムの実施
・公共工事の非接触・リモート化の推進
・新技術の現場実証等

国総研、土研、建研
データセンター、

ロボティクス実験フィールド
･直轄BIM/CIMデータの一元管理・分析
・3次元データや5G等を活用した新技
 術の研究開発
・海外動向の研究等

企業 大学

連携九州地方整備局 
インフラDX推進センター

九州技術事務所
(BIM/CIM人材育成センター)
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● 組織図 ● 組織数
国土交通省

九州地方整備局

総務部
防災室・災害対策マネジメント室

企画部
建政部
河川部
道路部
港湾空港部
営繕部
用地部

事務所
（45 事務所）

本　局

事務所

部
課・室

河川・道路関係事務所
河川関係事務所
道路関係事務所
港湾空港関係事務所
営繕関係事務所
公園関係事務所
技術事務所

8
50
45
9
13
6
13
2
1
1

● 局・事務所位置図
国土交通省 九州地方整備局

河川・道路関係事務所（9箇所）

1

5

4

6

3

2

長崎河川国道事務所

熊本河川国道事務所

八代河川国道事務所

八代復興事務所

大分河川国道事務所

7

9

8

佐伯河川国道事務所

宮崎河川国道事務所

延岡河川国道事務所

大隅河川国道事務所

11

14

15

16

17

18

19

20

21

22

13

12

10 筑後川河川事務所

遠賀川河川事務所

武雄河川事務所

佐賀河川事務所

菊池川河川事務所

川辺川ダム砂防事務所

阿蘇砂防事務所

立野ダム工事事務所

山国川河川事務所

川内川河川事務所

筑後川ダム統合管理事務所

緑川ダム管理所

鶴田ダム管理所

河川関係事務所（13箇所）

道路関係事務所（6箇所）

24

28

27

25

23

26

福岡国道事務所

北九州国道事務所

有明海沿岸国道事務所

佐賀国道事務所

熊本復興事務所

鹿児島国道事務所

港湾空港関係事務所（13箇所）

29

33

32

34

35

36

37

38

39

40

41

31

30

下関港湾事務所

北九州港湾・空港整備事務所

博多港湾・空港整備事務所

苅田港湾事務所

唐津港湾事務所

長崎港湾・空港整備事務所

熊本港湾・空港整備事務所

別府港湾・空港整備事務所

宮崎港湾・空港整備事務所

鹿児島港湾・空港整備事務所

志布志港湾事務所

関門航路事務所

下関港湾空港技術調査事務所

営繕関係事務所（2箇所）

42

43

熊本営繕事務所

鹿児島営繕事務所

公園関係事務所（1箇所）

44 国営海の中道海浜公園事務所

技術事務所（1箇所）

45 九州技術事務所

組織のご案内

国土交通省九州地方整備局
〒812－0013 福岡市博多区博多駅東2丁目10番7号　福岡第二合同庁舎
ホームページ
みなさまの声を聞かせてください。九州地方整備局ホームページ「お問い合わせ」で受け付けています。
【九州地方整備局 Facebook】
下記のアドレス又は、右のQRコードからアクセスして下さい。
https://www.facebook.com/qsr.mlit.go.jp

【九州地方整備局 Twitter 採用情報】
下記のアドレス又は、右のQRコードからアクセスして下さい。
https://twitter.com/mlitKyushusaiyo

【九州地方整備局 Twitter】
下記のアドレス又は、右のQRコードからアクセスして下さい。
https://twitter.com/mlit_kyushu

【九州地方整備局 YouTube】
検索フォームに「九州地方整備局」と入力し検索又は、
右のQRコードからアクセスして下さい。

http://www.qsr.mlit.go.jp/ Eメール qsr-kikaku@mlit.go.jp
TEL.092(471)6331(代)

採用情報

コンテナ岸壁の延伸事業（博多港アイランドシティ地区） コンテナ船荷役状況（志布志港新若浜地区）

フェリー・RORO船ターミナルの整備（北九州港新門司地区）

離島の旅客ターミナルの整備（厳原港厳原地区）
いづはら

九州のフェリー（長距離・幹線航路）・RORO航路
※RORO船：トラックなどの車両を運搬できる
　　　　　　貨物用船舶

九州・沖縄の国・県・市町村を
メンバーとするブロック発注者協議会

◇滑走路増設事業の概要

モデル事務所：立野ダム工事事務所モデル事務所：立野ダム工事事務所

※バックホウ、ブルドーザーによる作業時間※バックホウ、ブルドーザーによる作業時間
※BIM/CIM
（Building/Construction Information Modeling,Management）
※BIM/CIM
（Building/Construction Information Modeling,Management）

フェリー
RORO船

離陸を待つ
航空機

▼ガントリークレーン

▼コンテナ船

岸壁の延伸岸壁の延伸

※i-construction：国土交通省が掲げる生産性革命プロジェクトの1つ

昭和63年

平成28年
4月

86420 10
（時間）

8時間45分

4時間25分短縮
4時間20分

【生産性向上のイメージ】

【ICT土工活用工事の効果】 【BIM/CIM※活用のイメージ】

【ICT土工】

150100500 200
（人日）

ICT施工

作業時間※縮減効果

従来施工

111.0

170.3

ICT導入で約3割
生産性を向上

3次元データを重機に読み込み、
確認しながら目印（丁張り）無しで
効率的に工事を行います

北九州市～宮崎市の所要時間比較

設計データ
（イメージ）

切出位置

・丁張り不要

延岡市

大分市

北九州
市

福岡市

熊本市

鹿児島
市

宮崎市

長崎市

佐賀市

北九州
市

大分市

宮崎市
鹿児島
市

熊本市

長崎市

佐賀市

福岡市

延岡市からの時間距離※の変化

※時間距離：中心都市から各都市までの
　距離を自動車での所要時間で表現したもの

東町漁協
あずまちょう

約48分短縮

鹿児島県内
ブリ取扱量
(14,202t)

東町漁協
78%

その他
10%

鹿屋市
市場4%

鹿児島市
中央市場8%

資料：鹿児島県水産物卸売市場年報(H30)

（鹿児島県内約８割）

長島町における「養殖ブリ」収穫量
資料：海面漁業生産統計調査 資料：東町漁協ヒアリング結果(R2.4)

全体の収穫量が減少する中
中国地方への出荷量が増加

出水～阿久根間
開通開通(トン）

(トン）

【東町漁協～八代IC】
整備前：約131分
整備後：約83分

ブランド養殖ブリの輸送範囲（翌日売り）

＜鹿児島県内「ブリ」取扱量＞

中国地方へのブリ出荷量
南九州西回り自動車道
高規格道路
国道 八代日奈久道路

延長12.0km
H13.10
全線開通

日奈久芦北道路
延長16.8km
H21.4
全線開通

芦北出水道路
延長29.6km
事業中

出水阿久津道路
延長14.9km
H29.11
全線開通

2車線
4車線

事業中区間
開通区間

H28.2
開通

H31.3
開通

フェリー・RORO船ターミナル

20,000

15,000

10,000

5,000

0

13,111 13,645

16,398
14,727 14,864

H26 H27 H28 H29 H30

1400

1200

1000

800

600

400

200

0
H28 H29

710
850

約1.2倍
（約140t増加）
約1.2倍

（約140t増加）

芦北～津奈木間

滑走路間隔
210m

九州圏広域地方計画は、平成２８年３月に決定し、九州圏の更なる発展に向け、今後概ね１０年間の地域のグランドデザイン
をとりまとめたものです。本計画は、３つの将来像と５つの戦略から構成されています。

九州地方の人口、面積、域内総生産（GDP）、製造品出荷額は、全国の１割程度です。

・世界の成長センターであるアジア地域の成長力を引き込む
日本の成長センター「ゲートウェイ九州」となって、日本の経済
成長に貢献することを目指しています。

・アジアとの交流・連携を促進する「ゲートウェイ九州」の形成
プロジェクト
・国内各圏域との交流・連携の強化プロジェクト

重点的に取り組む5つの戦略とそれを支える12のプロジェクト

東九州自動車道が北九州市から宮崎市まで直結したことにより、循環型の高速道路ネットワークが構築され、昭和63年当時
と比べると、北九州市から宮崎市までの所要時間が４時間２５分短縮しました。今後、東九州自動車道以外の道路ネットワーク
の推進により、さらなる時間短縮効果に加え、災害に強い道路ネットワークの構築を目指します。

新型コロナウイルス感染症の収束を見据え、国際競争力の強化や訪日外国人旅行者の受入に対応した空港の機能強化を計
画的に推進します。
航空機の混雑・遅延の解消及び将来の航空需要に対応するため、福岡空港では滑走路の増設事業を推進します。

近年の激甚化する災害やインフラ老朽化の課題を解決し、地域の安全・安心を確保するためには、「地域の守り手」と
して最前線で活躍する地元建設業者の存在が必要不可欠です。
中長期的な建設業の「担い手の確保・育成」のため、市場の実態を反映した適正な予定価格の設定や工期の設定、施
工時期の平準化に、自治体と連携し取り組んでいます。

新型コロナウイルス感染症を契機とし、『非接触・リモート型』の働き方への転換と、さらなる生産性の向上を図るため、
インフラ分野のDXを推進します。
国土交通本省や国土技術政策総合研究所と連携した推進体制を構築するとともに、DXルームなどDX推進のための環境

を整備し、3次元データを活用した新技術の開発やこれらを活用する人材の育成を促進します。

・発注者・受注者間のやりとりを「非接触・リモ－卜」
 方式に転換するためのICT環境を整備

測量から設計、施工、維持管理に至る全ての建設プロセスで３次元データとITを組み合わせたi-Constructionを推進
します。

経済成長する東南アジアからの貨物を取り込むため、航路網の充実及び輸出入のためのコンテナの積替機能強化を図ります。

南九州西回り自動車道の開通により、東町漁協とのアクセス性が向上し、中国地方への出荷量が増加しました。今後、南九州西
回り自動車道の更なる整備に伴う、中部地方への販路拡大により、地域活性化が期待されます。今後も、人流・物流ネットワークに
寄与する道路整備を推進します。

近年、トラックドライバー不足が深刻化し、陸上輸送から海上輸送へ
のシフトが進み、国内物流を支えるフェリー・RORO船の役割が注目
されています。

■九州圏の３つの将来像
1.日本の成長センター「ゲートウェイ九州」

2.三層の重層的な圏域構造からなる「元気な九州圏」

九州圏広域地方計画ホームページ
http://www.qsr.mlit.go.jp/suishin/

3.巨大災害対策や環境調和を発展の原動力とする
　「美しく強い九州」

■将来像の実現に向けた戦略（プロジェクト）

１.アジアゲートウェイ機能の強化

・九州圏に活力をもたらす交流・連携の促進プロジェクト
・九州圏の交流・連携を促進するネットワーク基盤の整備プロ
ジェクト

2.九州圏の活力を創出する交流・連携の促進

・九州圏を支える基幹産業の発展と活性化プロジェクト
・高度なニーズにこたえる農林水産業や地域産業の新たな展開
プロジェクト

3.九州圏の基幹産業や地域産業の活性化

・九州圏の活力源となる高次都市機能の向上と連携の強化プロ
ジェクト
・都市と農山漁村の連携の強化と生活環境の向上プロジェクト
・離島・半島・中山間地域等の活力の維持と向上を図る定住環境
の形成プロジェクト　
・九州圏の活力を担う人材の地産地活プロジェクト

4.九州圏の圏域機能の向上と連携の強化

・巨大災害等への対応力の強化プロジェクト
・環境負荷の軽減と自然環境・国土の保全プロジェクト

5.九州圏の安全・安心の確保と自然環境・国土の保全

九州圏広域地方計画 検 索

九州圏広域地方計画　日本の成長センター「ゲートウェイ九州」～新しい風を西から～

九州地方の人口 九州地方の面積

九州地方の域内総生産（GDP） 九州地方の製造品出荷額

週休2日応援サイト 検索 『週休2日応援サイト』や『Facebookページ』
の開設により企業の取組を支援しています。全国

127,112千人
全国

365,188k㎡

北海道
5,267千人
（4.2%）

北海道
83,424k㎡
（22.8%）

沖縄
2,282k㎡
（0.6%）

東北
63,855k㎡
（17.6%）

関東
32,243k㎡
（8.8%）

中部
60,289k㎡
（16.6%）

近畿
32,858k㎡
（8.9%）

中国
31,816k㎡
（8.7%）

四国
18,787k㎡
（5.2%）

九州
39,634k㎡
（10.8%）

沖縄
1,481千人
（1.1%）

東北
8,750千人
（6.9%）

関東
43,607千人
（34.3%）

資料：令和3年1月住民基本台帳（総務省）

資料：令和2年10月全国都道府県
        市区町村別面積調
※都県にまたがる境界未定地域は含まない

資料：平成29年県民経済計算（内閣府）
資料：平成30年工業統計調査
　　（経済産業省）

中部
21,438千人
（16.9%）

近畿
22,483千人
（17.7%）

中国
7,338千人
（5.8%）

四国
3,801千人
（2.9%）

九州
12,947千人
（10.2%）

北海道
19兆4,301億円
（3.5%）

沖縄
4兆4,140億円
（0.8%）

北海道
6兆3,000億円
（1.8%）

沖縄
5,000億円
（0.2%）

東北
23兆7,000億円
（7.2%）東北

43兆4,464億円
（7.7%）

関東
230兆1,696億円
（40.9%）

中部
86兆1,571億円
（15.4%）

近畿
85兆9,000億円
（15.3%）

中国
30兆3,867億円
（5.4%）

四国
14兆5,820億円
（2.6%）

九州
47兆371億円
（8.4%）

全国
561兆5,230億円

関東
87兆3000億円
（26.4%）

北陸
9兆4,000億円
（2.8%）

中部
89兆8,000億円
（27.1%）

近畿
53兆円
（15.9%）

中国
27兆2,000億円
（8.3%）

四国
9兆5,000億円
（2.8%）

九州
25兆2,000億円
（7.5%）

全国
331兆9,000億円

新しい風を西から起こす

アジアの成長力
を引き込む

世界の成長センター

アジア地域

日本の成長センター
「ゲートウェイ九州」

国内各圏域との
交流・連携の強化

福岡

釜山

上海

香港

マニラ

ハノイ

バンコク

ニューデリー

シンガポール

ジャカルタ

フェリー寄港地

RORO船寄港地

■九州の将来像

○道路の整備効果（南九州西回り自動車道の整備効果）
■社会資本整備の戦略的かつ計画的な推進
○生産性を高める交通ネットワークの構築

■働き方改革、インフラ分野のDXの促進■人流・物流ネットワークの整備効果

『非接触・リモー卜型』に働き方を転換 インフラDXを推進する体制の構築

九州地方整備局DXルーム

○建設業の担い手の確保・育成

○インフラ分野のDX（デジタルトランスフォーメーション）の推進

○建設プロセス全体を３次元データでつなぐi-constructionの推進

○港湾の機能強化

■九州地方の現状

○港湾の整備効果

○航空ネットワークの充実

国土交通本省
インフラDX総合推進室
・データ利活用施策の推進
・BIM/CIM推進の実施方針の策定
・オープンイノベーションの司令塔 　
　機能等

・BIM/CIM研修の実施
・BIM/CIM効果実感プログラムの実施
・公共工事の非接触・リモート化の推進
・新技術の現場実証等

国総研、土研、建研
データセンター、

ロボティクス実験フィールド
･直轄BIM/CIMデータの一元管理・分析
・3次元データや5G等を活用した新技
 術の研究開発
・海外動向の研究等

企業 大学

連携九州地方整備局 
インフラDX推進センター

九州技術事務所
(BIM/CIM人材育成センター)
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● 組織図 ● 組織数
国土交通省

九州地方整備局

総務部
防災室・災害対策マネジメント室

企画部
建政部
河川部
道路部
港湾空港部
営繕部
用地部

事務所
（45 事務所）

本　局

事務所

部
課・室

河川・道路関係事務所
河川関係事務所
道路関係事務所
港湾空港関係事務所
営繕関係事務所
公園関係事務所
技術事務所

8
50
45
9
13
6
13
2
1
1

● 局・事務所位置図
国土交通省 九州地方整備局

河川・道路関係事務所（9箇所）

1

5

4

6

3

2

長崎河川国道事務所

熊本河川国道事務所

八代河川国道事務所

八代復興事務所

大分河川国道事務所

7

9

8

佐伯河川国道事務所

宮崎河川国道事務所

延岡河川国道事務所

大隅河川国道事務所

11

14

15

16

17

18

19

20

21

22

13

12

10 筑後川河川事務所

遠賀川河川事務所

武雄河川事務所

佐賀河川事務所

菊池川河川事務所

川辺川ダム砂防事務所

阿蘇砂防事務所

立野ダム工事事務所

山国川河川事務所

川内川河川事務所

筑後川ダム統合管理事務所

緑川ダム管理所

鶴田ダム管理所

河川関係事務所（13箇所）

道路関係事務所（6箇所）

24

28

27

25

23

26

福岡国道事務所

北九州国道事務所

有明海沿岸国道事務所

佐賀国道事務所

熊本復興事務所

鹿児島国道事務所

港湾空港関係事務所（13箇所）

29

33

32

34

35

36

37

38

39

40

41

31

30

下関港湾事務所

北九州港湾・空港整備事務所

博多港湾・空港整備事務所

苅田港湾事務所

唐津港湾事務所

長崎港湾・空港整備事務所

熊本港湾・空港整備事務所

別府港湾・空港整備事務所

宮崎港湾・空港整備事務所

鹿児島港湾・空港整備事務所

志布志港湾事務所

関門航路事務所

下関港湾空港技術調査事務所

営繕関係事務所（2箇所）

42

43

熊本営繕事務所

鹿児島営繕事務所

公園関係事務所（1箇所）

44 国営海の中道海浜公園事務所

技術事務所（1箇所）

45 九州技術事務所

組織のご案内

国土交通省九州地方整備局
〒812－0013 福岡市博多区博多駅東2丁目10番7号　福岡第二合同庁舎
ホームページ
みなさまの声を聞かせてください。九州地方整備局ホームページ「お問い合わせ」で受け付けています。
【九州地方整備局 Facebook】
下記のアドレス又は、右のQRコードからアクセスして下さい。
https://www.facebook.com/qsr.mlit.go.jp

【九州地方整備局 Twitter 採用情報】
下記のアドレス又は、右のQRコードからアクセスして下さい。
https://twitter.com/mlitKyushusaiyo

【九州地方整備局 Twitter】
下記のアドレス又は、右のQRコードからアクセスして下さい。
https://twitter.com/mlit_kyushu

【九州地方整備局 YouTube】
検索フォームに「九州地方整備局」と入力し検索又は、
右のQRコードからアクセスして下さい。

http://www.qsr.mlit.go.jp/ Eメール qsr-kikaku@mlit.go.jp
TEL.092(471)6331(代)

採用情報

コンテナ岸壁の延伸事業（博多港アイランドシティ地区） コンテナ船荷役状況（志布志港新若浜地区）

フェリー・RORO船ターミナルの整備（北九州港新門司地区）

離島の旅客ターミナルの整備（厳原港厳原地区）
いづはら

九州のフェリー（長距離・幹線航路）・RORO航路
※RORO船：トラックなどの車両を運搬できる
　　　　　　貨物用船舶

九州・沖縄の国・県・市町村を
メンバーとするブロック発注者協議会

◇滑走路増設事業の概要

モデル事務所：立野ダム工事事務所モデル事務所：立野ダム工事事務所

※バックホウ、ブルドーザーによる作業時間※バックホウ、ブルドーザーによる作業時間
※BIM/CIM
（Building/Construction Information Modeling,Management）
※BIM/CIM
（Building/Construction Information Modeling,Management）

フェリー
RORO船

離陸を待つ
航空機

▼ガントリークレーン

▼コンテナ船

岸壁の延伸岸壁の延伸

※i-construction：国土交通省が掲げる生産性革命プロジェクトの1つ

昭和63年

平成28年
4月

86420 10
（時間）

8時間45分

4時間25分短縮
4時間20分

【生産性向上のイメージ】

【ICT土工活用工事の効果】 【BIM/CIM※活用のイメージ】

【ICT土工】

150100500 200
（人日）

ICT施工

作業時間※縮減効果

従来施工

111.0

170.3

ICT導入で約3割
生産性を向上

3次元データを重機に読み込み、
確認しながら目印（丁張り）無しで
効率的に工事を行います

北九州市～宮崎市の所要時間比較

設計データ
（イメージ）

切出位置

・丁張り不要

延岡市

大分市

北九州
市

福岡市

熊本市

鹿児島
市

宮崎市

長崎市

佐賀市

北九州
市

大分市

宮崎市
鹿児島
市

熊本市

長崎市

佐賀市

福岡市

延岡市からの時間距離※の変化

※時間距離：中心都市から各都市までの
　距離を自動車での所要時間で表現したもの

東町漁協
あずまちょう

約48分短縮

鹿児島県内
ブリ取扱量
(14,202t)

東町漁協
78%

その他
10%

鹿屋市
市場4%

鹿児島市
中央市場8%

資料：鹿児島県水産物卸売市場年報(H30)

（鹿児島県内約８割）

長島町における「養殖ブリ」収穫量
資料：海面漁業生産統計調査 資料：東町漁協ヒアリング結果(R2.4)

全体の収穫量が減少する中
中国地方への出荷量が増加

出水～阿久根間
開通開通(トン）

(トン）

【東町漁協～八代IC】
整備前：約131分
整備後：約83分

ブランド養殖ブリの輸送範囲（翌日売り）

＜鹿児島県内「ブリ」取扱量＞

中国地方へのブリ出荷量
南九州西回り自動車道
高規格道路
国道 八代日奈久道路

延長12.0km
H13.10
全線開通

日奈久芦北道路
延長16.8km
H21.4
全線開通

芦北出水道路
延長29.6km
事業中

出水阿久津道路
延長14.9km
H29.11
全線開通

2車線
4車線

事業中区間
開通区間

H28.2
開通

H31.3
開通

フェリー・RORO船ターミナル

20,000

15,000

10,000

5,000

0

13,111 13,645

16,398
14,727 14,864

H26 H27 H28 H29 H30

1400

1200

1000

800

600

400

200

0
H28 H29

710
850

約1.2倍
（約140t増加）
約1.2倍

（約140t増加）

芦北～津奈木間

滑走路間隔
210m

九州圏広域地方計画は、平成２８年３月に決定し、九州圏の更なる発展に向け、今後概ね１０年間の地域のグランドデザイン
をとりまとめたものです。本計画は、３つの将来像と５つの戦略から構成されています。

九州地方の人口、面積、域内総生産（GDP）、製造品出荷額は、全国の１割程度です。

・世界の成長センターであるアジア地域の成長力を引き込む
日本の成長センター「ゲートウェイ九州」となって、日本の経済
成長に貢献することを目指しています。

・アジアとの交流・連携を促進する「ゲートウェイ九州」の形成
プロジェクト
・国内各圏域との交流・連携の強化プロジェクト

重点的に取り組む5つの戦略とそれを支える12のプロジェクト

東九州自動車道が北九州市から宮崎市まで直結したことにより、循環型の高速道路ネットワークが構築され、昭和63年当時
と比べると、北九州市から宮崎市までの所要時間が４時間２５分短縮しました。今後、東九州自動車道以外の道路ネットワーク
の推進により、さらなる時間短縮効果に加え、災害に強い道路ネットワークの構築を目指します。

新型コロナウイルス感染症の収束を見据え、国際競争力の強化や訪日外国人旅行者の受入に対応した空港の機能強化を計
画的に推進します。
航空機の混雑・遅延の解消及び将来の航空需要に対応するため、福岡空港では滑走路の増設事業を推進します。

近年の激甚化する災害やインフラ老朽化の課題を解決し、地域の安全・安心を確保するためには、「地域の守り手」と
して最前線で活躍する地元建設業者の存在が必要不可欠です。
中長期的な建設業の「担い手の確保・育成」のため、市場の実態を反映した適正な予定価格の設定や工期の設定、施
工時期の平準化に、自治体と連携し取り組んでいます。

新型コロナウイルス感染症を契機とし、『非接触・リモート型』の働き方への転換と、さらなる生産性の向上を図るため、
インフラ分野のDXを推進します。
国土交通本省や国土技術政策総合研究所と連携した推進体制を構築するとともに、DXルームなどDX推進のための環境
を整備し、3次元データを活用した新技術の開発やこれらを活用する人材の育成を促進します。

・発注者・受注者間のやりとりを「非接触・リモ－卜」
 方式に転換するためのICT環境を整備

測量から設計、施工、維持管理に至る全ての建設プロセスで３次元データとITを組み合わせたi-Constructionを推進
します。

経済成長する東南アジアからの貨物を取り込むため、航路網の充実及び輸出入のためのコンテナの積替機能強化を図ります。

南九州西回り自動車道の開通により、東町漁協とのアクセス性が向上し、中国地方への出荷量が増加しました。今後、南九州西
回り自動車道の更なる整備に伴う、中部地方への販路拡大により、地域活性化が期待されます。今後も、人流・物流ネットワークに
寄与する道路整備を推進します。

近年、トラックドライバー不足が深刻化し、陸上輸送から海上輸送へ
のシフトが進み、国内物流を支えるフェリー・RORO船の役割が注目
されています。

■九州圏の３つの将来像
1.日本の成長センター「ゲートウェイ九州」

2.三層の重層的な圏域構造からなる「元気な九州圏」

九州圏広域地方計画ホームページ
http://www.qsr.mlit.go.jp/suishin/

3.巨大災害対策や環境調和を発展の原動力とする
　「美しく強い九州」

■将来像の実現に向けた戦略（プロジェクト）

１.アジアゲートウェイ機能の強化

・九州圏に活力をもたらす交流・連携の促進プロジェクト
・九州圏の交流・連携を促進するネットワーク基盤の整備プロ
ジェクト

2.九州圏の活力を創出する交流・連携の促進

・九州圏を支える基幹産業の発展と活性化プロジェクト
・高度なニーズにこたえる農林水産業や地域産業の新たな展開
プロジェクト

3.九州圏の基幹産業や地域産業の活性化

・九州圏の活力源となる高次都市機能の向上と連携の強化プロ
ジェクト
・都市と農山漁村の連携の強化と生活環境の向上プロジェクト
・離島・半島・中山間地域等の活力の維持と向上を図る定住環境
の形成プロジェクト　
・九州圏の活力を担う人材の地産地活プロジェクト

4.九州圏の圏域機能の向上と連携の強化

・巨大災害等への対応力の強化プロジェクト
・環境負荷の軽減と自然環境・国土の保全プロジェクト

5.九州圏の安全・安心の確保と自然環境・国土の保全

九州圏広域地方計画 検 索

九州圏広域地方計画　日本の成長センター「ゲートウェイ九州」～新しい風を西から～

九州地方の人口 九州地方の面積

九州地方の域内総生産（GDP） 九州地方の製造品出荷額

週休2日応援サイト 検索 『週休2日応援サイト』や『Facebookページ』
の開設により企業の取組を支援しています。全国

127,112千人
全国

365,188k㎡

北海道
5,267千人
（4.2%）

北海道
83,424k㎡
（22.8%）

沖縄
2,282k㎡
（0.6%）

東北
63,855k㎡
（17.6%）

関東
32,243k㎡
（8.8%）

中部
60,289k㎡
（16.6%）

近畿
32,858k㎡
（8.9%）

中国
31,816k㎡
（8.7%）

四国
18,787k㎡
（5.2%）

九州
39,634k㎡
（10.8%）

沖縄
1,481千人
（1.1%）

東北
8,750千人
（6.9%）

関東
43,607千人
（34.3%）

資料：令和3年1月住民基本台帳（総務省）

資料：令和2年10月全国都道府県
        市区町村別面積調
※都県にまたがる境界未定地域は含まない

資料：平成29年県民経済計算（内閣府）
資料：平成30年工業統計調査
　　（経済産業省）

中部
21,438千人
（16.9%）

近畿
22,483千人
（17.7%）

中国
7,338千人
（5.8%）

四国
3,801千人
（2.9%）

九州
12,947千人
（10.2%）

北海道
19兆4,301億円
（3.5%）

沖縄
4兆4,140億円
（0.8%）

北海道
6兆3,000億円
（1.8%）

沖縄
5,000億円
（0.2%）

東北
23兆7,000億円
（7.2%）東北

43兆4,464億円
（7.7%）

関東
230兆1,696億円
（40.9%）

中部
86兆1,571億円
（15.4%）

近畿
85兆9,000億円
（15.3%）

中国
30兆3,867億円
（5.4%）

四国
14兆5,820億円
（2.6%）

九州
47兆371億円
（8.4%）

全国
561兆5,230億円

関東
87兆3000億円
（26.4%）

北陸
9兆4,000億円
（2.8%）

中部
89兆8,000億円
（27.1%）

近畿
53兆円
（15.9%）

中国
27兆2,000億円
（8.3%）

四国
9兆5,000億円
（2.8%）

九州
25兆2,000億円
（7.5%）

全国
331兆9,000億円

新しい風を西から起こす

アジアの成長力
を引き込む

世界の成長センター

アジア地域

日本の成長センター
「ゲートウェイ九州」

国内各圏域との
交流・連携の強化

福岡

釜山

上海

香港

マニラ

ハノイ

バンコク

ニューデリー

シンガポール

ジャカルタ

フェリー寄港地

RORO船寄港地

■九州の将来像

○道路の整備効果（南九州西回り自動車道の整備効果）
■社会資本整備の戦略的かつ計画的な推進
○生産性を高める交通ネットワークの構築

■働き方改革、インフラ分野のDXの促進■人流・物流ネットワークの整備効果

『非接触・リモー卜型』に働き方を転換 インフラDXを推進する体制の構築

九州地方整備局DXルーム

○建設業の担い手の確保・育成

○インフラ分野のDX（デジタルトランスフォーメーション）の推進

○建設プロセス全体を３次元データでつなぐi-constructionの推進

○港湾の機能強化

■九州地方の現状

○港湾の整備効果

○航空ネットワークの充実

国土交通本省
インフラDX総合推進室
・データ利活用施策の推進
・BIM/CIM推進の実施方針の策定
・オープンイノベーションの司令塔 　
　機能等

・BIM/CIM研修の実施
・BIM/CIM効果実感プログラムの実施
・公共工事の非接触・リモート化の推進
・新技術の現場実証等

国総研、土研、建研
データセンター、

ロボティクス実験フィールド
･直轄BIM/CIMデータの一元管理・分析
・3次元データや5G等を活用した新技
 術の研究開発
・海外動向の研究等

企業 大学

連携九州地方整備局 
インフラDX推進センター

九州技術事務所
(BIM/CIM人材育成センター)



浸水地域の排水作業 道路被害の調査 海域での漂流ごみの回収

激甚な水害が発生した地域での遊水地整備
（六角川水系における河川激甚災害対策特別緊急事業）

流下断面拡大のための堤防（引堤）を整備
（川内川河川改修事業）

治水ダムの建設
（立野ダム建設事業）

津波や高潮対策のための護岸の整備（大分港海岸）完成イメージ図

球磨川水系（川辺川）直轄砂防事業阿蘇山直轄砂防事業 雲仙直轄砂防管理

法面対策（法面吹付工） 直轄診断・修繕代行（直轄診断状況） 橋梁修繕（床版打ち替え）

耐震強化岸壁（緊急物資輸送対応）完成（八代港）

国道57号線 長崎県雲仙市小浜町 雲仙地区（1）（令和2年度事業完了）

＜無電柱化の目的＞

【整備前】 【整備後】

遊水地整備予定

堤体予定地堤体予定地

（令和2年3.31開通）

（令和2年3.31開通）

高潮浸水防護効果イメージ図
※1

※2

※1 三角港は
　   八代港から43km
※2 川内港は
　  八代港から104km　

大規模災害（地震、竜巻、台風等）が起きた際に、
電柱等が倒壊することによる道路の寸断を防止します。防災

無電柱化により歩道の有効幅員を広げることで、
通行空間の安全性・快適性を確保します。安全・快適

景観の阻害要因となる電柱・電線をなくし、
良好な景観を形成します。景観・観光

北海道

0 5 10 15 20

※出典：気象庁HP（一部速報値を使用）

東北

関東

北陸・中部

近畿

中国・四国

九州

1 1

2 1

1 7

4

5 1

3 29

6 10 3

5 2

960hpa未満

※上陸時の気圧

960～990hpa未満

990hpa以上

0

1,000

2,000

3,000

全国平均 九州全体

全国平均
九州全体

全国
平均
1,718 2,299

九州
全体
平均

※出典：令和２年度版日本の水資源の現況（1986～2015年の平均値）

（mm）

全国平均
約1.3倍

九州地方は、国内の他の地域と比較して、台風の上陸回数が多く、火山活動が活発であるなど災害リスクが高くなっています。

近年の気候変動の影響により激甚化・頻発化する水災害や切迫する地震災害に屈しない強靱な国土づくりに向け、「防災・減
災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を計画的に進めます。

羽月川流域では、平成18年7月に70戸の浸水被害の発生を受け、築堤や河道掘削などの河川改修を実施しました。
その結果、令和2年7月豪雨では、平成18年7月豪雨を上回る観測史上最大の12時間雨量を観測しましたが、河川改修の

効果が発揮され、過去に水が溢れた場所で約2.1mの水位を低減させたことにより、家屋の浸水被害を未然に防ぎました。

ライフサイクルコストの低減や予防保全による道路メンテナンスへ早期に移行するため、定期点検等により損傷が確認された
道路施設（橋梁、トンネル、道路附属物、舗装等）の対策を集中的に実施します。
また、地方公共団体管理の橋梁について、直轄診断・修繕代行による技術的支援を行っています。

災害に強い国土幹線道路ネットワークを構築するため、高規格道路のミッシングリンクの解消及び暫定２車線区間の４車線化、
高規格道路と代替機能を発揮する直轄国道とのダブルネットワークの強化を推進します。

被害のない２車線を活用し交通機能を確保します。

道路の防災性向上、安全で快適な通行空間の確保、良好な景観の形成や観光振興の観点から、新たな無電柱化推進
計画を策定し、無電柱化を推進します。

安全・安心を確保し、社会経済の活力を維持・増進していくため、激甚な水害が発生した地域において、集中的に防災・減災対
策を実施します。また、想定される被害状況を踏まえ、治水安全度の抜本的な向上を早期に図るため、事前防災対策などの治水
対策を重点的に実施します。

緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）は、平成20年４月に創設され、大規模自然災害が発生し自治体職員だけでは対応
が困難な場合に、いち早く被災地へ出向き、被災自治体を支援しています。

◇地域別台風上陸回数（2001.1～2021.2） ◇降水量（年平均降水量）

【暫定２車線区間の４車線化】
国道の防災課題を解消し、ダブルネットワークを強化します。
【ダブルネットワークの強化】

※最大津波高

出典：南海トラフの巨大地震モデル検討会資料（内閣府 H24.8.29・R1.6）
注）各県が公表した被害想定・最大津波高さと異なる部分があります。

出展：気象庁HP

◇南海トラフ巨大地震の津波高と津波浸水域◇活発な活動が続く活火山

■活発な火山活動

『令和２年７月豪雨』

九州地方は、全国で111ある活火山のうち、17の活火山を有
しています。また、気象庁が発表している噴火警戒レベルが2
以上の活火山を複数有しています。

噴火警戒レベル3以上は九州のみ
２以上の火山は5分の4が九州（令和3年3月1日現在）

※参考　噴火警戒レベル
　　　　レベル４（避難準備）
　　　　レベル３（入山規制）
　　　　レベル２（火口周辺規制）　　　　　

平成28年熊本地震での被災経験を活かし、八代港では緊急物資輸送対応の耐震強化岸壁が令和元年度に完成しまし
た。これにより、令和2年7月豪雨時には、支援船が八代港に着岸し被災地支援を行うことができました。

国道57号北側復旧道路が令和２年１０月に開通し、阿蘇地域（東西方向）の交通量は、平日・休日ともに平成28年熊本
地震前の交通量まで回復しました。

堤防整備、ダム建設・再生などの対策をより一層加速するとともに、集水域（雨水が河川に流入するエリア）から氾濫域（河川
等の氾濫により浸水が想定されるエリア）にわたる国・県・市町村・企業・住民といった流域のあらゆる関係者により、水災害
対策を行います。

集中豪雨や火山噴火による土砂災害に対して、事前防災を重視し、ハード・ソフトが一体となった総合的な対策を推進します。

津波及び高潮・高波による背後地の浸水被害を防止・軽減するため、
海岸保全施設の整備を推進します。
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※H18年以前の河道断面を用いて、今回出水流量時の水位を推算

越水の恐れあり 河川改修を実施しなかった場合の水位※

H18.7洪水被災水位
H18.7洪水では
溢水により
浸水被害発生

今回水位実績

右岸 「0k600河川改修断面」 左岸

約2.1m
水位低減再度災害防止対策等

による築堤・河道掘削

3か年緊急対策
による河道掘削■平成18年7月洪水以降の

　河道掘削量
合計47万㎥

交通量の推移
［東西方向］
平日 交通量の推移

［東西方向］
休日
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（H27.10）
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（R2.9.9）
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（R2.11.4）

震災前
（H27.10.18）

開通前
（R2.9.27）

開通後
（R2.11.1）

国道57号線

国道57号線俵山ルート ミルクロード 北側復旧道路

ミルクロード 北側復旧道路 合計 資料：北側復旧道路は交通量常時観測データ
　　　国道57号・ミルクロード・俵山ルートは交通量調査結果
　　※震災前交通量は近隣箇所の昼夜率を適用して算出
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対面通行で
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車線拡幅区間
延長4.6km
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国道210号川下改良

延長1.1km

九州横断自動車道
（長崎大分線）

資料：震災前はH27年交通量調査結果（H27センサス）
　　　北側復旧道路・国道57号線の開通前後は交通量調査結果

←

斜面に多数の転石・浮石斜面に多数の転石・浮石

○河川事業による整備効果（川内川水系羽月川）

○道路事業による整備効果（国道57号北側復旧道路）

○港湾事業による整備効果（八代港）

■九州の多様な災害リスク ＜台風・豪雨・火山噴火＞

■防災・減災、国土強靱化の強力な推進 ○災害時の人流・物流の確保

○無電柱化の推進

○インフラ老朽化対策の推進

○津波・高潮対策等の推進
■TEC-FORCE

■防災・減災・国土強靭化による事業の整備効果

○水害の頻発・激甚化に対応する治水対策の推進

○あらゆる関係者により流域全体で行う「流域治水」の推進

○総合的な土砂・火山災害対策の推進

国民の安全・安心の確保



浸水地域の排水作業 道路被害の調査 海域での漂流ごみの回収

激甚な水害が発生した地域での遊水地整備
（六角川水系における河川激甚災害対策特別緊急事業）

流下断面拡大のための堤防（引堤）を整備
（川内川河川改修事業）

治水ダムの建設
（立野ダム建設事業）

津波や高潮対策のための護岸の整備（大分港海岸）完成イメージ図

球磨川水系（川辺川）直轄砂防事業阿蘇山直轄砂防事業 雲仙直轄砂防管理

法面対策（法面吹付工） 直轄診断・修繕代行（直轄診断状況） 橋梁修繕（床版打ち替え）

耐震強化岸壁（緊急物資輸送対応）完成（八代港）

国道57号線 長崎県雲仙市小浜町 雲仙地区（1）（令和2年度事業完了）

＜無電柱化の目的＞

【整備前】 【整備後】

遊水地整備予定

堤体予定地堤体予定地

（令和2年3.31開通）

（令和2年3.31開通）

高潮浸水防護効果イメージ図
※1

※2

※1 三角港は
　   八代港から43km
※2 川内港は
　  八代港から104km　

大規模災害（地震、竜巻、台風等）が起きた際に、
電柱等が倒壊することによる道路の寸断を防止します。防災

無電柱化により歩道の有効幅員を広げることで、
通行空間の安全性・快適性を確保します。安全・快適

景観の阻害要因となる電柱・電線をなくし、
良好な景観を形成します。景観・観光

北海道

0 5 10 15 20

※出典：気象庁HP（一部速報値を使用）
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※出典：令和２年度版日本の水資源の現況（1986～2015年の平均値）

（mm）

全国平均
約1.3倍

九州地方は、国内の他の地域と比較して、台風の上陸回数が多く、火山活動が活発であるなど災害リスクが高くなっています。

近年の気候変動の影響により激甚化・頻発化する水災害や切迫する地震災害に屈しない強靱な国土づくりに向け、「防災・減
災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を計画的に進めます。

羽月川流域では、平成18年7月に70戸の浸水被害の発生を受け、築堤や河道掘削などの河川改修を実施しました。
その結果、令和2年7月豪雨では、平成18年7月豪雨を上回る観測史上最大の12時間雨量を観測しましたが、河川改修の

効果が発揮され、過去に水が溢れた場所で約2.1mの水位を低減させたことにより、家屋の浸水被害を未然に防ぎました。

ライフサイクルコストの低減や予防保全による道路メンテナンスへ早期に移行するため、定期点検等により損傷が確認された
道路施設（橋梁、トンネル、道路附属物、舗装等）の対策を集中的に実施します。
また、地方公共団体管理の橋梁について、直轄診断・修繕代行による技術的支援を行っています。

災害に強い国土幹線道路ネットワークを構築するため、高規格道路のミッシングリンクの解消及び暫定２車線区間の４車線化、
高規格道路と代替機能を発揮する直轄国道とのダブルネットワークの強化を推進します。

被害のない２車線を活用し交通機能を確保します。

道路の防災性向上、安全で快適な通行空間の確保、良好な景観の形成や観光振興の観点から、新たな無電柱化推進
計画を策定し、無電柱化を推進します。

安全・安心を確保し、社会経済の活力を維持・増進していくため、激甚な水害が発生した地域において、集中的に防災・減災対
策を実施します。また、想定される被害状況を踏まえ、治水安全度の抜本的な向上を早期に図るため、事前防災対策などの治水
対策を重点的に実施します。

緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）は、平成20年４月に創設され、大規模自然災害が発生し自治体職員だけでは対応
が困難な場合に、いち早く被災地へ出向き、被災自治体を支援しています。

◇地域別台風上陸回数（2001.1～2021.2） ◇降水量（年平均降水量）

【暫定２車線区間の４車線化】
国道の防災課題を解消し、ダブルネットワークを強化します。
【ダブルネットワークの強化】

※最大津波高

出典：南海トラフの巨大地震モデル検討会資料（内閣府 H24.8.29・R1.6）
注）各県が公表した被害想定・最大津波高さと異なる部分があります。

出展：気象庁HP

◇南海トラフ巨大地震の津波高と津波浸水域◇活発な活動が続く活火山

■活発な火山活動

『令和２年７月豪雨』

九州地方は、全国で111ある活火山のうち、17の活火山を有
しています。また、気象庁が発表している噴火警戒レベルが2
以上の活火山を複数有しています。

噴火警戒レベル3以上は九州のみ
２以上の火山は5分の4が九州（令和3年3月1日現在）

※参考　噴火警戒レベル
　　　　レベル４（避難準備）
　　　　レベル３（入山規制）
　　　　レベル２（火口周辺規制）　　　　　

平成28年熊本地震での被災経験を活かし、八代港では緊急物資輸送対応の耐震強化岸壁が令和元年度に完成しまし
た。これにより、令和2年7月豪雨時には、支援船が八代港に着岸し被災地支援を行うことができました。

国道57号北側復旧道路が令和２年１０月に開通し、阿蘇地域（東西方向）の交通量は、平日・休日ともに平成28年熊本
地震前の交通量まで回復しました。

堤防整備、ダム建設・再生などの対策をより一層加速するとともに、集水域（雨水が河川に流入するエリア）から氾濫域（河川
等の氾濫により浸水が想定されるエリア）にわたる国・県・市町村・企業・住民といった流域のあらゆる関係者により、水災害
対策を行います。

集中豪雨や火山噴火による土砂災害に対して、事前防災を重視し、ハード・ソフトが一体となった総合的な対策を推進します。

津波及び高潮・高波による背後地の浸水被害を防止・軽減するため、
海岸保全施設の整備を推進します。
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越水の恐れあり 河川改修を実施しなかった場合の水位※
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約2.1m
水位低減再度災害防止対策等

による築堤・河道掘削

3か年緊急対策
による河道掘削■平成18年7月洪水以降の

　河道掘削量
合計47万㎥

交通量の推移
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国道57号線

国道57号線俵山ルート ミルクロード 北側復旧道路

ミルクロード 北側復旧道路 合計 資料：北側復旧道路は交通量常時観測データ
　　　国道57号・ミルクロード・俵山ルートは交通量調査結果
　　※震災前交通量は近隣箇所の昼夜率を適用して算出
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対面通行で
通行帯を確保
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国道210号川下改良

延長1.1km

九州横断自動車道
（長崎大分線）

資料：震災前はH27年交通量調査結果（H27センサス）
　　　北側復旧道路・国道57号線の開通前後は交通量調査結果

←

斜面に多数の転石・浮石斜面に多数の転石・浮石

○河川事業による整備効果（川内川水系羽月川）

○道路事業による整備効果（国道57号北側復旧道路）

○港湾事業による整備効果（八代港）

■九州の多様な災害リスク ＜台風・豪雨・火山噴火＞

■防災・減災、国土強靱化の強力な推進 ○災害時の人流・物流の確保

○無電柱化の推進

○インフラ老朽化対策の推進

○津波・高潮対策等の推進
■TEC-FORCE

■防災・減災・国土強靭化による事業の整備効果

○水害の頻発・激甚化に対応する治水対策の推進

○あらゆる関係者により流域全体で行う「流域治水」の推進

○総合的な土砂・火山災害対策の推進



浸水地域の排水作業 道路被害の調査 海域での漂流ごみの回収

激甚な水害が発生した地域での遊水地整備
（六角川水系における河川激甚災害対策特別緊急事業）

流下断面拡大のための堤防（引堤）を整備
（川内川河川改修事業）

治水ダムの建設
（立野ダム建設事業）

津波や高潮対策のための護岸の整備（大分港海岸）完成イメージ図

球磨川水系（川辺川）直轄砂防事業阿蘇山直轄砂防事業 雲仙直轄砂防管理

法面対策（法面吹付工） 直轄診断・修繕代行（直轄診断状況） 橋梁修繕（床版打ち替え）

耐震強化岸壁（緊急物資輸送対応）完成（八代港）

国道57号線 長崎県雲仙市小浜町 雲仙地区（1）（令和2年度事業完了）

＜無電柱化の目的＞

【整備前】 【整備後】

遊水地整備予定

堤体予定地堤体予定地

（令和2年3.31開通）

（令和2年3.31開通）

高潮浸水防護効果イメージ図
※1

※2

※1 三角港は
　   八代港から43km
※2 川内港は
　  八代港から104km　

大規模災害（地震、竜巻、台風等）が起きた際に、
電柱等が倒壊することによる道路の寸断を防止します。防災

無電柱化により歩道の有効幅員を広げることで、
通行空間の安全性・快適性を確保します。安全・快適

景観の阻害要因となる電柱・電線をなくし、
良好な景観を形成します。景観・観光
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※出典：令和２年度版日本の水資源の現況（1986～2015年の平均値）
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九州地方は、国内の他の地域と比較して、台風の上陸回数が多く、火山活動が活発であるなど災害リスクが高くなっています。

近年の気候変動の影響により激甚化・頻発化する水災害や切迫する地震災害に屈しない強靱な国土づくりに向け、「防災・減
災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を計画的に進めます。

羽月川流域では、平成18年7月に70戸の浸水被害の発生を受け、築堤や河道掘削などの河川改修を実施しました。
その結果、令和2年7月豪雨では、平成18年7月豪雨を上回る観測史上最大の12時間雨量を観測しましたが、河川改修の

効果が発揮され、過去に水が溢れた場所で約2.1mの水位を低減させたことにより、家屋の浸水被害を未然に防ぎました。

ライフサイクルコストの低減や予防保全による道路メンテナンスへ早期に移行するため、定期点検等により損傷が確認された
道路施設（橋梁、トンネル、道路附属物、舗装等）の対策を集中的に実施します。
また、地方公共団体管理の橋梁について、直轄診断・修繕代行による技術的支援を行っています。

災害に強い国土幹線道路ネットワークを構築するため、高規格道路のミッシングリンクの解消及び暫定２車線区間の４車線化、
高規格道路と代替機能を発揮する直轄国道とのダブルネットワークの強化を推進します。

被害のない２車線を活用し交通機能を確保します。

道路の防災性向上、安全で快適な通行空間の確保、良好な景観の形成や観光振興の観点から、新たな無電柱化推進
計画を策定し、無電柱化を推進します。

安全・安心を確保し、社会経済の活力を維持・増進していくため、激甚な水害が発生した地域において、集中的に防災・減災対
策を実施します。また、想定される被害状況を踏まえ、治水安全度の抜本的な向上を早期に図るため、事前防災対策などの治水
対策を重点的に実施します。

緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）は、平成20年４月に創設され、大規模自然災害が発生し自治体職員だけでは対応
が困難な場合に、いち早く被災地へ出向き、被災自治体を支援しています。

◇地域別台風上陸回数（2001.1～2021.2） ◇降水量（年平均降水量）

【暫定２車線区間の４車線化】
国道の防災課題を解消し、ダブルネットワークを強化します。
【ダブルネットワークの強化】

※最大津波高

出典：南海トラフの巨大地震モデル検討会資料（内閣府 H24.8.29・R1.6）
注）各県が公表した被害想定・最大津波高さと異なる部分があります。

出展：気象庁HP

◇南海トラフ巨大地震の津波高と津波浸水域◇活発な活動が続く活火山

■活発な火山活動

『令和２年７月豪雨』

九州地方は、全国で111ある活火山のうち、17の活火山を有
しています。また、気象庁が発表している噴火警戒レベルが2
以上の活火山を複数有しています。

噴火警戒レベル3以上は九州のみ
２以上の火山は5分の4が九州（令和3年3月1日現在）

※参考　噴火警戒レベル
　　　　レベル４（避難準備）
　　　　レベル３（入山規制）
　　　　レベル２（火口周辺規制）　　　　　

平成28年熊本地震での被災経験を活かし、八代港では緊急物資輸送対応の耐震強化岸壁が令和元年度に完成しまし
た。これにより、令和2年7月豪雨時には、支援船が八代港に着岸し被災地支援を行うことができました。

国道57号北側復旧道路が令和２年１０月に開通し、阿蘇地域（東西方向）の交通量は、平日・休日ともに平成28年熊本
地震前の交通量まで回復しました。

堤防整備、ダム建設・再生などの対策をより一層加速するとともに、集水域（雨水が河川に流入するエリア）から氾濫域（河川
等の氾濫により浸水が想定されるエリア）にわたる国・県・市町村・企業・住民といった流域のあらゆる関係者により、水災害
対策を行います。

集中豪雨や火山噴火による土砂災害に対して、事前防災を重視し、ハード・ソフトが一体となった総合的な対策を推進します。

津波及び高潮・高波による背後地の浸水被害を防止・軽減するため、
海岸保全施設の整備を推進します。
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※H18年以前の河道断面を用いて、今回出水流量時の水位を推算

越水の恐れあり 河川改修を実施しなかった場合の水位※

H18.7洪水被災水位
H18.7洪水では
溢水により
浸水被害発生

今回水位実績

右岸 「0k600河川改修断面」 左岸

約2.1m
水位低減再度災害防止対策等

による築堤・河道掘削

3か年緊急対策
による河道掘削■平成18年7月洪水以降の

　河道掘削量
合計47万㎥

交通量の推移
［東西方向］
平日 交通量の推移

［東西方向］
休日
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震災前
（H27.10）

開通前
（R2.9.9）

開通後
（R2.11.4）

震災前
（H27.10.18）

開通前
（R2.9.27）

開通後
（R2.11.1）

国道57号線

国道57号線俵山ルート ミルクロード 北側復旧道路

ミルクロード 北側復旧道路 合計 資料：北側復旧道路は交通量常時観測データ
　　　国道57号・ミルクロード・俵山ルートは交通量調査結果
　　※震災前交通量は近隣箇所の昼夜率を適用して算出
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国道 主要地方道 一般県道 市町村境

凡　　例

対面通行で
通行帯を確保

被災箇所

車線拡幅区間
延長4.6km

至大分市

至
福
岡
県

災害発
生

対面通行

災害発
生

日田ＩＣ

杷木ＩＣ

至
大
分
県

至
久
留
米
市

国道210号川下改良

延長1.1km

九州横断自動車道
（長崎大分線）

資料：震災前はH27年交通量調査結果（H27センサス）
　　　北側復旧道路・国道57号線の開通前後は交通量調査結果

←

斜面に多数の転石・浮石斜面に多数の転石・浮石

○河川事業による整備効果（川内川水系羽月川）

○道路事業による整備効果（国道57号北側復旧道路）

○港湾事業による整備効果（八代港）

■九州の多様な災害リスク ＜台風・豪雨・火山噴火＞

■防災・減災、国土強靱化の強力な推進 ○災害時の人流・物流の確保

○無電柱化の推進

○インフラ老朽化対策の推進

○津波・高潮対策等の推進
■TEC-FORCE

■防災・減災・国土強靭化による事業の整備効果

○水害の頻発・激甚化に対応する治水対策の推進

○あらゆる関係者により流域全体で行う「流域治水」の推進

○総合的な土砂・火山災害対策の推進



浸水地域の排水作業 道路被害の調査 海域での漂流ごみの回収

激甚な水害が発生した地域での遊水地整備
（六角川水系における河川激甚災害対策特別緊急事業）

流下断面拡大のための堤防（引堤）を整備
（川内川河川改修事業）

治水ダムの建設
（立野ダム建設事業）

津波や高潮対策のための護岸の整備（大分港海岸）完成イメージ図

球磨川水系（川辺川）直轄砂防事業阿蘇山直轄砂防事業 雲仙直轄砂防管理

法面対策（法面吹付工） 直轄診断・修繕代行（直轄診断状況） 橋梁修繕（床版打ち替え）

耐震強化岸壁（緊急物資輸送対応）完成（八代港）

国道57号線 長崎県雲仙市小浜町 雲仙地区（1）（令和2年度事業完了）

＜無電柱化の目的＞

【整備前】 【整備後】

遊水地整備予定

堤体予定地堤体予定地

（令和2年3.31開通）

（令和2年3.31開通）

高潮浸水防護効果イメージ図
※1

※2

※1 三角港は
　   八代港から43km
※2 川内港は
　  八代港から104km　

大規模災害（地震、竜巻、台風等）が起きた際に、
電柱等が倒壊することによる道路の寸断を防止します。防災

無電柱化により歩道の有効幅員を広げることで、
通行空間の安全性・快適性を確保します。安全・快適

景観の阻害要因となる電柱・電線をなくし、
良好な景観を形成します。景観・観光

北海道

0 5 10 15 20

※出典：気象庁HP（一部速報値を使用）

東北

関東

北陸・中部

近畿

中国・四国

九州

1 1

2 1

1 7

4

5 1

3 29

6 10 3

5 2

960hpa未満

※上陸時の気圧

960～990hpa未満

990hpa以上

0

1,000

2,000

3,000

全国平均 九州全体

全国平均
九州全体

全国
平均
1,718 2,299

九州
全体
平均

※出典：令和２年度版日本の水資源の現況（1986～2015年の平均値）

（mm）

全国平均
約1.3倍

九州地方は、国内の他の地域と比較して、台風の上陸回数が多く、火山活動が活発であるなど災害リスクが高くなっています。

近年の気候変動の影響により激甚化・頻発化する水災害や切迫する地震災害に屈しない強靱な国土づくりに向け、「防災・減
災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を計画的に進めます。

羽月川流域では、平成18年7月に70戸の浸水被害の発生を受け、築堤や河道掘削などの河川改修を実施しました。
その結果、令和2年7月豪雨では、平成18年7月豪雨を上回る観測史上最大の12時間雨量を観測しましたが、河川改修の

効果が発揮され、過去に水が溢れた場所で約2.1mの水位を低減させたことにより、家屋の浸水被害を未然に防ぎました。

ライフサイクルコストの低減や予防保全による道路メンテナンスへ早期に移行するため、定期点検等により損傷が確認された
道路施設（橋梁、トンネル、道路附属物、舗装等）の対策を集中的に実施します。
また、地方公共団体管理の橋梁について、直轄診断・修繕代行による技術的支援を行っています。

災害に強い国土幹線道路ネットワークを構築するため、高規格道路のミッシングリンクの解消及び暫定２車線区間の４車線化、
高規格道路と代替機能を発揮する直轄国道とのダブルネットワークの強化を推進します。

被害のない２車線を活用し交通機能を確保します。

道路の防災性向上、安全で快適な通行空間の確保、良好な景観の形成や観光振興の観点から、新たな無電柱化推進
計画を策定し、無電柱化を推進します。

安全・安心を確保し、社会経済の活力を維持・増進していくため、激甚な水害が発生した地域において、集中的に防災・減災対
策を実施します。また、想定される被害状況を踏まえ、治水安全度の抜本的な向上を早期に図るため、事前防災対策などの治水
対策を重点的に実施します。

緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）は、平成20年４月に創設され、大規模自然災害が発生し自治体職員だけでは対応
が困難な場合に、いち早く被災地へ出向き、被災自治体を支援しています。

◇地域別台風上陸回数（2001.1～2021.2） ◇降水量（年平均降水量）

【暫定２車線区間の４車線化】
国道の防災課題を解消し、ダブルネットワークを強化します。
【ダブルネットワークの強化】

※最大津波高

出典：南海トラフの巨大地震モデル検討会資料（内閣府 H24.8.29・R1.6）
注）各県が公表した被害想定・最大津波高さと異なる部分があります。

出展：気象庁HP

◇南海トラフ巨大地震の津波高と津波浸水域◇活発な活動が続く活火山

■活発な火山活動

『令和２年７月豪雨』

九州地方は、全国で111ある活火山のうち、17の活火山を有
しています。また、気象庁が発表している噴火警戒レベルが2
以上の活火山を複数有しています。

噴火警戒レベル3以上は九州のみ
２以上の火山は5分の4が九州（令和3年3月1日現在）

※参考　噴火警戒レベル
　　　　レベル４（避難準備）
　　　　レベル３（入山規制）
　　　　レベル２（火口周辺規制）　　　　　

平成28年熊本地震での被災経験を活かし、八代港では緊急物資輸送対応の耐震強化岸壁が令和元年度に完成しまし
た。これにより、令和2年7月豪雨時には、支援船が八代港に着岸し被災地支援を行うことができました。

国道57号北側復旧道路が令和２年１０月に開通し、阿蘇地域（東西方向）の交通量は、平日・休日ともに平成28年熊本
地震前の交通量まで回復しました。

堤防整備、ダム建設・再生などの対策をより一層加速するとともに、集水域（雨水が河川に流入するエリア）から氾濫域（河川
等の氾濫により浸水が想定されるエリア）にわたる国・県・市町村・企業・住民といった流域のあらゆる関係者により、水災害
対策を行います。

集中豪雨や火山噴火による土砂災害に対して、事前防災を重視し、ハード・ソフトが一体となった総合的な対策を推進します。

津波及び高潮・高波による背後地の浸水被害を防止・軽減するため、
海岸保全施設の整備を推進します。
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0k600

※H18年以前の河道断面を用いて、今回出水流量時の水位を推算

越水の恐れあり 河川改修を実施しなかった場合の水位※

H18.7洪水被災水位
H18.7洪水では
溢水により
浸水被害発生

今回水位実績

右岸 「0k600河川改修断面」 左岸

約2.1m
水位低減再度災害防止対策等

による築堤・河道掘削

3か年緊急対策
による河道掘削■平成18年7月洪水以降の

　河道掘削量
合計47万㎥

交通量の推移
［東西方向］
平日 交通量の推移

［東西方向］
休日
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（R2.9.9）

開通後
（R2.11.4）

震災前
（H27.10.18）

開通前
（R2.9.27）

開通後
（R2.11.1）

国道57号線

国道57号線俵山ルート ミルクロード 北側復旧道路

ミルクロード 北側復旧道路 合計 資料：北側復旧道路は交通量常時観測データ
　　　国道57号・ミルクロード・俵山ルートは交通量調査結果
　　※震災前交通量は近隣箇所の昼夜率を適用して算出
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国道 主要地方道 一般県道 市町村境

凡　　例

対面通行で
通行帯を確保
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車線拡幅区間
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国道210号川下改良

延長1.1km

九州横断自動車道
（長崎大分線）

資料：震災前はH27年交通量調査結果（H27センサス）
　　　北側復旧道路・国道57号線の開通前後は交通量調査結果

←

斜面に多数の転石・浮石斜面に多数の転石・浮石

○河川事業による整備効果（川内川水系羽月川）

○道路事業による整備効果（国道57号北側復旧道路）

○港湾事業による整備効果（八代港）

■九州の多様な災害リスク ＜台風・豪雨・火山噴火＞

■防災・減災、国土強靱化の強力な推進 ○災害時の人流・物流の確保

○無電柱化の推進

○インフラ老朽化対策の推進

○津波・高潮対策等の推進
■TEC-FORCE

■防災・減災・国土強靭化による事業の整備効果

○水害の頻発・激甚化に対応する治水対策の推進

○あらゆる関係者により流域全体で行う「流域治水」の推進

○総合的な土砂・火山災害対策の推進



 

 

ネモフィラが咲き誇る4月の国営海の中道海浜公園

みなとオアシスくちのつ（長崎県 南島原市）
代表施設：口之津港ターミナルビル

みなとオアシス壱岐（長崎県 壱岐市）
代表施設：郷ノ浦港ターミナルビル

みなとオアシス薩摩川内（鹿児島県 薩摩川内市）
代表施設：川内港ターミナル

「歴史と文化の道」に面する庁舎（令和4年度完成予定） まちづくりと調和した施設づくり（令和元年7月完成）

弥生時代を体験できる国営吉野ヶ里歴史公園

かわまち交流館

鮎やな

交流広場

高齢者の移動支援

多言語対応の案内所 防災訓練の実施 キャッシュレスの導入

農作物の搬送支援

中山間地域

スマートフォン等での
呼び出しシステム

情報提供施設
自動運転車
制御センターの設置

自動運転
ステーションの整備

【路車連携の例】
自動運転システムに、例えば路面に敷設
する電磁誘導線を認識するシステム等を
加えることにより、線形の悪い中山間地域
の道路における安全性を強化

物産館

診療所

行政窓口

カメラで
波線を認識

貨客混載

道の駅

古くから培われてきた地域の歴史や文化、人々の生活とのつながりなど、水辺にはその地域特有の資源が眠っています。
かわまちづくりによって地域の「顔」と「誇り」となる水辺空間の形成を目指します。

「みなと」を核としたまちづくりを促進しており、住民参加による地域振興の取組が継続的に行われる施設を「みなとオア
シス」として全国147箇所（九州管内21箇所）登録（令和2年12月末時点）しています。
令和2年度は、「みなとオアシスくちのつ」、「 みなとオアシス壱岐」、「 みなとオアシス薩摩川内」が新たに登録されました。

豊かな自然環境や優れた文化的資産を生かして、多様なニーズに応える広域レクリエーション拠点として、あるいは
歴史・文化の体験・発信の拠点となる国営公園の整備・管理を進め、地域連携の取組を通じて、地域活性化に寄与します。

高齢化が進行する中山間地域における人流・物流の確保のため、「道の駅」など地域の拠点を核とする自動運転
サービスの導入を目指して支援しています。

国民の共有財産である官庁施設に関して、良質な施設及びサービスを効率的に提供し、公共建築分野において常に
先導的な役割を果たします。

　「道の駅」は、平成５年の制度創設以来、現在では九州で１３７箇所（令和３年４月時点）登録されています。
令和2年から「道の駅」を第３ステージとして位置づけ、「道の駅」が地方創生・観光を加速する拠点となるための取組
を推進します。令和３年度は、防災訓練など災害時の機能確保に向けた準備を着実に進め、また新型コロナウイルス
による新しい生活様式に適合するためのキャッシュレス導入を推進します。

河川敷地占用許可準則の緩和を受け、平
成30年4月に食の拠点となる「かわまち交流
館」がオープン。民間事業者による飲食店の
経営が可能となり、水辺を活かしたイベント
も多数開催され、観光客で賑わいをみせてい
ます。令和２年度『かわまち大賞』を九州で初
めて受賞しました。

【道の駅の機能】

【主な取組】

◇鹿児島第３地方合同庁舎(鹿児島県鹿児島市) ◇福岡第２法務総合庁舎(福岡県福岡市)

休 憩 機 能 ・24時間、無料で利用できる駐車場・トイレ

情報発信機能
・道路情報、地域の観光情報、緊急医療情報
  など提供

地域連携機能 ・文化教養施設、観光レクレーション施設などの
 地域振興施設や防災施設（感染症対策を含む）

～民間企業による水辺を活用したイベントの開催～　（五ヶ瀬川かわまちづくり）

＜道の駅芦北でこぽん＞

＜福岡県みやま市山川支所＞
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■魅力ある地域づくり

○まちづくりと調和した「官庁施設」づくり

○「みなと」を核とした住民参加による地域振興の取組

○「かわ」を核とした魅力ある水辺空間の創出

○「国営公園」を核とした魅力ある地域づくり

○「道の駅」の第３ステージに向けた取組
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道の駅
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国土地理院地図

被災箇所

8/17 解除区間
延長約 1.0km

【上り線：法面崩壊】
一車線規制で開放

【上り線：法面崩壊】
下り線を利用し
対面通行で開放

7/13 解除区間
延長約 17.4km

7/13 解除区間
延長約 10.0km7/17 解除区間
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平成29年九州北部豪雨で甚大な被害を受けた河川において、災害の再発防止・軽減を目的に、今後概ね５年間で緊急的・
集中的に治水機能を強化します。

○河川事業の取組み（球磨川水系緊急治水対策プロジェクト）

○道路事業の取組み

国、県、市町村等が連携し、
球磨川の被災した箇所で、
河道掘削、堤防整備、輪中堤・
宅地かさ上げ、遊水地等の
整備をまちづくりと連携して
推進します。

梅雨前線が停滞し、7 月 3 日から 8 日にかけて、線状降水帯が九州で多数発生しました。球磨川では、大雨により氾
濫が発生し、人吉市、球磨村、八代市坂本では記録的な浸水深となり多数の浸水被害が発生しました。
熊本県の人的・物的被害：死亡者数６５人、住家屋被害7,412棟

国道210号では豪雨による被災箇所は50箇所以上に
及びました。特に日田市天瀬町赤岩地区では道路崩壊が
発生しましたが、24時間体制での復旧工事により、令和2年
8月17日に片側交互通行が可能となりました。
令和3年度は、引き続き、全線2車線開放に向けて、

工事を推進します。

○六角川水系緊急治水対策プロジェクト
令和元年8月豪雨で甚大な被害が発生した六角川水系において、国、県、市町村が連携して治水対策に取り組みます。

令和２年７月豪雨 被害の概要

球磨川沿線では甚大な被害が発生し、八代市から人吉市
間の国道219号のほか県道等、流失した橋梁10橋を含む約
100kmについて、国の権限代行により、災害復旧事業を進め
ています。現在、道路の応急復旧、流失した橋桁の撤去、現
位置で応急復旧可能な鎌瀬橋、坂本橋、相良橋の3橋の仮橋
設置を進めるとともに、早期復旧・復興を推進します。

【球磨川沿線での被災状況】 【仮橋設置作業状況】

【赤岩地区（日田市天瀬町）】

被災直後 交通解放後（片側交互通行）

浸水範囲
堤防決壊箇所
大臣管理区間
道路橋（落橋）
鉄道橋（落橋）

凡　　例
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代替路（無料）措置7/8～8/17まで実施

〇全体事業費： 約1,670 億円  ○事業期間：概ね５年間（平成３０年度～令和４年度）
〇事業内容： 堤防整備、河道掘削、護岸整備、砂防堰堤 

〇全体事業費： 約418 億円
〇事業期間：概ね５年間（令和元年度～令和６年度）
〇事業内容： 築堤、河道掘削、遊水地整備、排水ポンプ増強 
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まちづくりと連携した高台への居住誘導
【市町村】

水田、ため池等の活用
【市町村】
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○九州北部緊急治水対策プロジェクト

■平成２９年７月豪雨からの復旧・復興

■令和２年７月豪雨からの復旧・復興

■令和元年８月豪雨からの復旧・復興

災害からの復旧・復興



筑後川

花月川

赤谷川

乙石川

大山川

筑後川

大分県

福岡県 日田市

東峰村朝倉市

うきは市

本復旧に向けた砂防堰堤の整備状況（赤谷川・乙石川）
令和2年3月完成令和2年3月完成 令和2年10月完成令和2年10月完成

令和元年8月洪水

位置図

23 000

25 000

施工中

施工中

筑後川
花月川
赤谷川
県境

推定浸水深
0.0～0.5
0.5～1.0
1.0～1.5
1.5～2.0
2.0～2.5
2.5～3.0
3.0～

大分県日田市（５２ｋ３００）
7/8撮影

大分県日田市（６１ｋ２００）
7/9撮影

大分県九重町（８６ｋ３００）
7/7撮影

湯布院町川西（１００ｋ０００）
7/8撮影

ゆふいん
道の駅

慈恩の滝くす
道の駅

大分市

国土地理院地図

被災箇所

8/17 解除区間
延長約 1.0km

【上り線：法面崩壊】
一車線規制で開放

【上り線：法面崩壊】
下り線を利用し
対面通行で開放

7/13 解除区間
延長約 17.4km

7/13 解除区間
延長約 10.0km7/17 解除区間

延長約 9.6km
7/17 解除区間
延長約 9.0km

平成29年九州北部豪雨で甚大な被害を受けた河川において、災害の再発防止・軽減を目的に、今後概ね５年間で緊急的・
集中的に治水機能を強化します。

○河川事業の取組み（球磨川水系緊急治水対策プロジェクト）

○道路事業の取組み

国、県、市町村等が連携し、
球磨川の被災した箇所で、
河道掘削、堤防整備、輪中堤・
宅地かさ上げ、遊水地等の
整備をまちづくりと連携して
推進します。

梅雨前線が停滞し、7 月 3 日から 8 日にかけて、線状降水帯が九州で多数発生しました。球磨川では、大雨により氾
濫が発生し、人吉市、球磨村、八代市坂本では記録的な浸水深となり多数の浸水被害が発生しました。
熊本県の人的・物的被害：死亡者数６５人、住家屋被害7,412棟

国道210号では豪雨による被災箇所は50箇所以上に
及びました。特に日田市天瀬町赤岩地区では道路崩壊が
発生しましたが、24時間体制での復旧工事により、令和2年
8月17日に片側交互通行が可能となりました。
令和3年度は、引き続き、全線2車線開放に向けて、

工事を推進します。

○六角川水系緊急治水対策プロジェクト
令和元年8月豪雨で甚大な被害が発生した六角川水系において、国、県、市町村が連携して治水対策に取り組みます。

令和２年７月豪雨 被害の概要

球磨川沿線では甚大な被害が発生し、八代市から人吉市
間の国道219号のほか県道等、流失した橋梁10橋を含む約
100kmについて、国の権限代行により、災害復旧事業を進め
ています。現在、道路の応急復旧、流失した橋桁の撤去、現
位置で応急復旧可能な鎌瀬橋、坂本橋、相良橋の3橋の仮橋
設置を進めるとともに、早期復旧・復興を推進します。

【球磨川沿線での被災状況】 【仮橋設置作業状況】

【赤岩地区（日田市天瀬町）】

被災直後 交通解放後（片側交互通行）

浸水範囲
堤防決壊箇所
大臣管理区間
道路橋（落橋）
鉄道橋（落橋）

凡　　例

大分自動車道（杷木ＩＣ～湯布院ＩＣ）
代替路（無料）措置7/8～8/17まで実施

〇全体事業費： 約1,670 億円  ○事業期間：概ね５年間（平成３０年度～令和４年度）
〇事業内容： 堤防整備、河道掘削、護岸整備、砂防堰堤 

〇全体事業費： 約418 億円
〇事業期間：概ね５年間（令和元年度～令和６年度）
〇事業内容： 築堤、河道掘削、遊水地整備、排水ポンプ増強 
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凡例 （権限代行区間）
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※R2.9.4 仮橋開通
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輪中堤・宅地かさ上げ
（6地区)【国】
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【調査検討】

【国、県】砂防・治山事業

まちづくりと連携した高台への居住誘導
【市町村】

水田、ため池等の活用
【市町村】

【調査検討】

【調査検討】

河道掘削等【国、県】 
遊水地群【国】 
引堤【国】 
御溝川放水路整備【県】 
          遊水地【県】
          堤防整備【県】
          河川改修【県】

調
査
検
討

＜輪中堤・宅地かさ上げの整備イメージ＞

日田 IC

天瀬高塚 IC 玖珠 IC

九重 IC 湯布院 IC

別府 IC

大分 IC
E10

E10

E10

E34
E34

※内閣府とりまとめ資料（令和3年1月時点）

○九州北部緊急治水対策プロジェクト

■平成２９年７月豪雨からの復旧・復興

■令和２年７月豪雨からの復旧・復興

■令和元年８月豪雨からの復旧・復興


